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時間軸を中心にした知識継承用共有フォルダインタフェース 
 

斉藤 典明†1  金井 敦†2
 

 

組織における知識継承として、組織内のイベントの記録を確実に記録し継承することが重要であることがわかった。記憶の
メカニズムとして案件中心の共有フォルダではなく、時間軸を中心にした共有フォルダが良いことが事前検証で判明した。
そこで、時間軸を中心にした共有フォルダインタフェースを提示し考察した。過去資料のためのタイムスケールと、現在の

活動を支援するためのタイムスケールと、計画策定のタイムスケールが異なることを確認したので報告する。 

 

Shared Folder Interface for Knowledge Inheriting based on Time Scale 
 

SAITO Noriaki
†1 KANAI Atsushi

†2
 

 

As organizational knowledge inheritance, it was clarified that the recording and inheriting of events in the organizational activities are 

important things by the former our studies. And, to use shard folder for inheriting organizational knowledge, it was found that shard 

folder which is constructing by every year is better than it was constructing by activity theme. In addition, to realize the inheriting 

organizational knowledge we proposed shard folder interface which has a scheduler interface as a more suitable interface. In this paper, 

we made and evaluated the interface, and some discussions are done based on actual data.  

 
 

1. はじめに   

継続的に発展してゆく組織活動を実現するために組織

における知識を蓄積し継承してゆく研究を進めている。継

続的に発展してゆく組織活動とは、組織のトップや構成員

がかわっても組織体としての目標や意義が継承され、環境

の変化に対して蓄積した知識を活かして変化してゆくこと

が求められる[1-10]。 

そこで、メンバーが入れ替わっても組織のコアな知識を

保持しつつ、継続的な組織活動を実現するために、組織に

おける知識の継承する仕組みについて検討してきた[11-18]。

このような狙いに対して、研究所内の活動を事例に検証し、

現在定着している共有フォルダにおける資料の蓄積と継承

において年度ごとに資料を整理して蓄積することがポイン

トであることを、突き止めた[11,18]。そして、過去の資料

をより効果的に組織の知識として活用するためにスケジュ

ーラのインタフェース上で実現することを提案した[12]。 

今回、研究会活動の過去４年分の資料と１年分の活動計

画を用いてスケジューラインタフェースの動作確認を行っ

た。その結果、過去の資料を圧縮したタイムスケールで確

認することにより組織活動のパターンが表現できることを

確認した。また、研究所内の４つの業務カテゴリの利用者

のスケジューラの利用方法を調査したう結果、スケジュー

ラにおける現在活動のタイムスケールが異なることを確認

した。その結果、過去の資料の蓄積と、現在活動のサポー

トでは異なるタイムスケールが有効であり、過去資料の活

用による現在作業のサポートを実現するにはこれらのタイ

ムスケールを融合することが必要であること確認したので
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報告する。 

 

2. これまでの研究の経緯 

2.1 研究の背景 

組織の知識には、組織構成員が持ち寄った知識のほか、

組織構成員の活動により組織構成員同士が触発され新しい

知識が生まれるものがある。これを組織知識

(Organizational Knowledge)と呼ぶことにする。組織知識

は、ベースとなる一般的な知識の他に経験に裏付けられた

知識から構成される(図 1）。例えば、意思決定プロセスや

活動の規範となる価値観、チームワークによる開発手法（プ

ロセス）、チェック項目、過去の実施結果、過去のプロダク

トに関する知識（価値や見識）などがある。ソフトウェア

開発手法などは一定の標準手法があるものの、実際の現場

での運用はそれぞれのチームごとに特徴がある。特に、組

織において経験を積むことにより経験則が増えてゆく。こ

のような経験に裏付けられた知識の存在・活用は組織の強

みでもある。しかしながら、体系化された知識とは言えな

いためそこから得られる知見などはマニュアル化やドキュ

メント化されていないことが多い。そのため、組織の知識

と言えるものは、組織文化、価値観、方法の解釈として組

織構成員の間に自然と定着し活用されている。 

 

 

図 1．組織知識モデル 
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組織の活動において、メンバーが入れ替わりや活動その

ものを他の組織に引き継いでいくことがある。そのような

ことが起こっても組織の活動としての一貫性が保たれるこ

とが必要である。そのためには、過去の経験から得られた

知識を継承してゆく必要がある。 

一方で、最近の我々のオフィス活動は、PC 上で資料が作

成され、資料の利用はネットワーク上で流通されることが

一般的になっている。このような環境では様々な組織活動

の記録や資料が体系化されない知識として自然にネットワ

ーク上に蓄積され、再利用することによって日常の作業を

効率化している。特に、オフィスワークは様々なネットワ

ークサービス（電子メール、スケジューラ、共有フォルダ、

社内 DB）の利活用で成り立っている。そのため、このよ

うな日々の情報を蓄積し、活用してゆくことにより、組織

の知識として扱うことができると考えた。言い換えると

日々の情報共有を長期間にわたって継続することにより、

次第に組織知識共有が実現できると考えた。ただし、組織

は常に変化することから情報共有を長期的に継続すること

そのものが難しい。そのためこのことを解決する組織知識

の継承というテーマで検討を進めている。 

 

2.2 情報共有の事例 

そこで、まず研究所組織内での長期間に渡って継続でき

ている情報共有の実態について調査した[11,18]。ここで検

討対象にした研究所組織は、最小単位が研究グループであ

り、研究グループを複数束ねた研究プロジェクト、研究プ

ロジェクトを複数束ねた研究所という階層構造を持ってい

る。検討期間は、NTT 研究所において(1)過去の電子化資料

を有効に活用できる、(2)現在の体制と直接対応がつく、と

いう２つの観点からNTT再編後の 1999年から 2012年まで

のおよそ 10 年間を対象にした。この期間において、ミドル

マネジメントという観点から研究プロジェクトにおける補

佐担当の引継ぎ情報の有無を調べた。補佐担当の業務は、

組織の代表者の一人であり、また下位組織および上位組織

との情報の仲介者という位置づけになる。そのため自分自

身が実際に担当していなかった過去のことを踏まえた上で

組織の代表者として下位および上位組織へ一貫した情報発

信が必要となる。そのため前任からの引継ぎ資料は重要な

位置づけになる。ここで、引継ぎ資料とは、日常の業務に

おいていつでも利用可能な状態の情報のことであり、管理

対象として引き継がれるようなドキュメント類は該当しな

い。 

このような補佐担当の引継ぎ資料に関して、2012 年 3 月

末で 8 個の研究プロジェクトのうち、1999 年当時からの情

報が引き継がれていたのは 1 つの研究プロジェクトだけで

あった。 

該当の研究プロジェクトの引継ぎ資料は、当初は個別の

電子ファイルとして引き継がれ、各世代の補佐担当がロー

カル環境でフォルダを展開することで使われてきた。現在

は、歴代補佐の間の共有フォルダとして引き継がれている。

研究プロジェクトの補佐担当では 2 年ごとに引き継ぐこと

が分かっているが、情報蓄積・継承のために十分な稼働を

割くことができない。そのため、組織の中で流れてくる情

報を最小限の稼働で整理・蓄積し、継承するための工夫が

あった。 

同様に、研究プロジェクト内の研究グループについても

調べた。調べた研究グループすべてについて長期間の情報

共有のために共有フォルダが利用されていた。その中には、

長期間の運用によって混乱している共有フォルダと長期間

の運用でもきれいに整理されている共有フォルダがあった。 

検討の中で、研究プロジェクトの補佐担当における情報

の管理と、研究グループにおける長期間の運用に耐えられ

る共有フォルダの構造には共通点があることが判明した。

その共通点は、どちらも単純に案件ごとに分類されている

のではなく、まず、年度によって分類され、その後案件ご

とに分類されるという方法であった。そのため、このよう

な方法で情報を管理するとメンバーが入れ替わっても確実

に情報が引き継がれ、組織の知識の継承が可能になると考

えた。 

 

2.3 期待される組織知識 

次に、このようなメンバーが入れ替わっても組織内の情

報を継続的に蓄積・継承できるとき、組織内で蓄積するべ

き情報および知識がなんであるかについて、研究所内の有

識者に対してアンケートをおこない項目を抽出した。アン

ケートでは「情報・知識レベルのカテゴリ」として「知っていて当

然なこと，知っておくべきこと」，「蓄積するべきこと，引き継ぐべ

きこと」，「体系化するべきこと，維持管理してゆくべきこと」。「共

有範囲のカテゴリ」として「担当者として」「作業チームとして」

「所属組織として」の3×3の項目と、その他自由記述の10項目

で行った。 

アンケート結果として 11 名から 141 項目の回答があった。回

答は思い思いの自由な文章であったため、そのままでは集計

できないため、アンケートで得られた項目について「親和図法」

の流れに従って分類した。その結果、以下の 7 つの項目を抽

出した(図２)。 

 

図２.蓄積継承するべき組織知識カテゴリ 
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2.4 知識継承に適した共有フォルダ構造と運用知見 

この考え方に基づき共有フォルダの構造を提案（図３）

し、60 人程のプロジェクトで２年間運用（2009 年度と 2010

年度）した。ここでは、機密情報を除き、組織として蓄積

するべき情報を分類に従って蓄積した。 

 

 

図３.知識継承に適した共有フォルダ構造 

 

運用した結果、表１のような規模の情報が蓄積された。

これを図２の分類に従い蓄積された情報量の内訳をみると

図４・図５のようになった。この結果から、組織の発生す

る多くが活動の記録やその時の組織を取り巻く状況に関す

る情報で、これらは組織のイベント（会議や報告会）に連

動して蓄積される情報（報告資料、議事録や報告書作成の

ために集められた資料）である。このことから組織内のイ

ベントに着目して組織内の情報を蓄積することが有効であ

ることを示している。 

 

表１. ２年間の運用結果 

 2009 年度 2010 年度 

データ量 4.7GB 2.4GB 

ファイル数 3,382 707 

フォルダ数 239 114 

 

 

図４.カテゴリ別データ量による比較 

 

図５.カテゴリ別ファイル数による比較 

 

2.5 組織知識継承環境の提案 

次に、これらの知見を基に、組織内のイベントに着目す

ることより組織活動に必要な知識が自然と蓄積・活用され

確実な組織活動の継続ができる環境（組織知識継承環境）

を作れるという仮説を立てた。この仮説に基づきスケジュ

ーラと連動する共有フォルダを提案[12]し、実現性につい

て検証を行った[13-16]。 

組織知識継承環境の単純化したモデルは、組織知識の蓄

積環境に情報を蓄積するフェーズと活用するフェーズに大

別できる（図６）。情報の活用のフェーズで的確に必要な情

報を取り出すためには、必要な情報があらかじめ付与され

ていれば十分に取り出せることが可能と思われる。 

 

 
図６.共有フォルダ利用モデル 

 

表２.知識継承用共有フォルダの検討のまとめ 

 蓄積 活用 

期待する

こと 

・手間をかけずに資料を蓄積

したい 

・必要な情報を手軽に取り出

したい 

定着して

いること 

・共有フォルダに資料を蓄積 

・簡単な分類 

・共有フォルダで資料を探す 

・人づてに資料を集める 

現在の問

題点 

・分類／整理する時間がない 

・分類の再現性がない 

・蓄積場所が覚えられない 

・識別に時間がかかる 

着眼点と

提案内容 

・世界共通の情報整理の軸は時間軸 

・スケジューラの利用は定着している 

・不明な情報を人づてに探す場合は「いつ・どこ・誰」がキ

ー情報になり、これらはスケジューラに入っていが、メンバ

ーの転出同時に消去され活用されていない 

・スケジューラインタフェースによる共有フォルダの実現（仮

説：組織知識継承が効果的に実現） 

実現課題 ・方針：通常使っているスケジューラとの連携で実現 

a.仕組みの問題→データ構造／インタフェース 

b.文化的問題→入れる粒度／表記方法／共有について統一で

きない、習慣／一連の流れが未解明 

 

しかしながら、情報の蓄積フェーズにおいて将来有用に

なる情報の付与や分類整理というのは現実的には難しい。

そのため、最小限の労力で蓄積した情報に対して、より効

果的に蓄積情報を活用するような仕組みと環境の実現が課

題となる。具体的には、最小限の労力として、現在活用し

ている共有フォルダと同等程度の作業で情報を蓄積できる

こと。情報を取り出すために足りない情報は他の普段使っ
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ているシステムから補うことによって実現できること。具

体的には情報を探すためのキーとなる情報がスケジューラ

に蓄積されていると考えられるため、この情報を利用する

こととした。また通常のスケジューラ利用においても情報

探索に必要な情報が入っていない場合がある。これらにつ

いては、スケジューラ利用の一連の流れの中でユーザの利

用を促進することにより解決することを目標にする。 

その結果、「蓄積場所が思い出せない」「識別に時間がか

かる」という問題を解決し共有フォルダよりも手軽で効果

的な組織知識の蓄積・継承手段の実現を目指す。 

 

3. 評価システム 

3.1 評価システム構成 

今回はスケジューラ形式のインタフェースと共有フォ

ルダの融合の妥当性を評価するために、共有フォルダと同

等となる Windows のフォルダ上に Web 形式のスケジュー

ラ（カレンダー）インタフェースを試作した。そして蓄積

データとして、研究会活動の４年分のデータとして５０個

のファイル（簡単化のため複数ファイルは１つの圧縮ファ

イルとした）を蓄積し、共有フォルダの表示形式と、スケ

ジューラ（カレンダー）表示形式で比較し考察を行った。 

評価データとして蓄積した５０個のファイルは、研究会

の運営委員会の資料、研究発表会の資料、研究会から学会

に提出された資料の３種類とり 2009 年度～2012 年度まで

の活動記録である。また、スケジューラ利用の一連の流れ 

（図７）の中で組織知識継承環境を評価するために 2013

年度の活動予定についても登録した。 

 

 

図７.スケジューラ活用の一連の流れ 

 

Web 上のスケジューラ（カレンダー）インタフェースの

想定画面遷移は図８のとおりである。ログイン後、カレン

ダーとして複数年を含む年表示画面と月表示画面があり、

そこにイベント情報が記録されており、イベント名を指定

すると該当の記録がダウンロードされる仕組みになってい

る。資料の登録は、イベントの登録と同時にする場合と、

スケジューラに事前に登録された予定に対して、予定が実

行されたのちに資料を登録する方法の２種類を想定してい

る。 

今回の評価にあたっては、いずれかの方法で情報を蓄積

されているものとした。そのため蓄積情報とイベントの紐

付けはできているものとした。 

 

 

図８.想定画面遷移 

 

3.2 評価方法 

今回は、実現可能な必要最低限の労力のもと蓄積された

情報が提案する環境（スケジューラインタフェースで共有

情報を取り出す）で有効かどうかを検証するために、従来

からの共有フォルダ形式での表示と、提案方式の表示方式

で比較することとした。 

共有フォルダによる表示方式として、未分類でファイル

を単純に入れてゆくものをタイプ A（図９）とし、以前の

観察結果で多くのグループでありがちで長期運用により破

綻するタイプである第一階層が案件ごとの構造であるもの

をタイプ B（図１０）とし、これまでの検討で長期運用に

適している構造である第一階層を年度ごとであるものをタ

イプ C（図１１）とした。これに対して、スケジューライ

ンタフェースで共有情報を取り出せる提案方式の環境をタ

イプ D（図１２、図１３、図１４）とした。 

なお図１４においては、月表示のスケジュールの他、登

録された予定のうち当月の予定表示（右側上半分）と、予

定表示または日付指定による資料登録画面（右側下半分）

をあわせて表示している。 

 

 

図９.画面例タイプ A 

 

 

図１０.画面例タイプ B 
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図１１.画面例タイプ C 

 

 

図１２.画面例タイプ D（単年表示） 

 

 

図１３.画面例タイプ D（複数年表示） 

 

  

図１４.画面例タイプ D（月表示） 

 

3.3 評価 

今後の評価方法の方針を明らかにするために、今回は定

性的な評価を行った。 

図９のタイプ A は、過去のファイルとファイル名がダブ

らないように配慮する必要があるものの、気軽に資料を入

れてゆくことが可能である。特に、分類もしないので、資

料を活用するときに、蓄積時の分類のミスマッチによる障

害がない。しかしながら、分量が多くなればなるほど、資

料を探し出す認知上の困難さが増えてゆく。 

図１０のタイプ B では、まずは案件ごとになっている。

各案件の連続性を見る場合には有用であるが、運用年数が

増えるに従い探すための煩雑さが増えてゆく。特に、どこ

にどのような情報が蓄積されているかがわからなくなり、

情報管理の属人化が起こりやすいことがこれまでの観察で

確認されている。 

図１１のタイプ C は、これまで確認した中では長期間の

蓄積に適している方法である。共有フォルダとしては比較

的良いが、毎年フォルダ構造設計する手間が発生するとい

う課題も残っている。 

図１２～１４はタイプ D であるが、資料を直接ダウンロ

ードできる画面として、年表示と月表示（図１４）を用意

した。また年表示では単年表示（図１２）と複数年表示（図

１３）を用意した。通常のスケジューラの利用では、月表

示から資料をダウンロードするものと考えられる。または、

単年の年表示画面の中からダウンロードすることになる。

さらに今回の例では、複数年表示による資料へアクセスす

るインタフェースを用意してみた。 

今回のこの複数年表示インタフェースを使って過去の

活動を鳥瞰した結果、本来開催されるべき会合が開催され

ていないことが発見できた。これは、年単位の活動を複数

年で比較することが可能になったため実現できた。特に、

図１２の複数年表示は図９の同等の数のファイルを表示し

ているにも関わらず、時間軸による整理がされていること

により、資料の見通しが飛躍的に向上している。また月表

示や単年表示でも気が付かないことが複数年表示によって

気が付くことができたことから、活動のもれや時期の妥当

性などの見通しが良くなった、と言える。 

以上、これらのことからいくつかの表示例のうち、複数

年表示が過去の資料を活用するために最も優れた方法であ

ると評価できる。 

 

4. 考察 

ここで提示した表示例とその定性的な評価結果を踏ま

えて、従来の共有フォルダにおける利用を阻害する要因で

ある「蓄積場所を思い出せないこと」と「識別に時間がか

かる」ことに対して考察を行う。 

ここで、研究所内の４つの職種であるスタッフ、開発業

務、コア研究、リサーチ（基礎研究）を担当する任意の各

１０名の合計４０名のスケジュール投入パターンを分析し

た。このデータを用いて考察を行った。 

（１）蓄積場所を思い出せない： 

通常の共有フォルダによる情報蓄積において、資料が多

くなる、時間が経つ、メンバーが交代するにつれて、どこ

にどのような情報が蓄積されているのかがわからなくなり、

組織としての記憶が失われてゆく。この問題に対して、そ

もそも認知的な問題として、「必要な資料→蓄積場所」とい

う対応を記憶すること自体が難しいという問題がある
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[19,20]。 

今回、多くのオフィスユーザの利用が定着している[21]

スケジューラのイベントと連動して資料を蓄積することに

よって、「必要な資料→いつの資料」という流れにそって資

料を取り出せるようにすることによって、「蓄積場所」を思

い出させる負担をなくすことを目指している。 

ただし、この仕組みを実現するには資料とイベントの紐

付けをする必要がある。この紐付けは、スケジューラから

の資料のアップロードにおいて、すでに利用の定着してい

る共有フォルダにおける負荷と同等以下のユーザ負荷であ

る必要がある。このような条件に対して、最低限必要な情

報はイベント名、資料名、イベントの日付、活動の種類（共

有フォルダにおける共有範囲、あるいは資料の共有範囲）

が必要になる。 

スケジューラからの入力においては、すでにスケジュー

ラにイベントが投入されていれば、スケジューラ上のイベ

ントを選択して、資料をアップロードすることによりイベ

ント名、イベントの日付は付与できる。活動の種類につい

ては、個人単位であればスケジューラの個人アカウントあ

るいはスケジューラ上の公開範囲の情報を活用することに

よって補間できる。 

実際のスケジューラの利用が上記の想定通りだと、スケ

ジューラと連動する共有フォルダの実現がスムーズである。

そこで、実際のスケジューラの利用状況を研究所内で確認

した。ここでは、スケジューラへの入力量ではなく、直近

２か月間における本人投入による各項目の有無について調

べた（図１５）。項目は、スケジューラの利用として想定さ

れる「イベント」、「勤務予定」、「〆切」、「関連イベント」、

「タスク」、「サブタスク」６つとした。「イベント」は、会

合などの予定に関する項目である。「勤務予定」は、休みや

帰宅時間など本人の行動の予定に関する項目である。「〆

切」は、その日までの本人のタスクや行動の目標を決める

項目である。「関連イベント」は、本人が直接参加するとは

限らないが周囲で発生しているイベントであり、本人の状

況に関する項目である。「タスク」は、本人の作業「サブタ

スク」は、本人の一連の作業において、目的の作業を達成

するための部分的なタスクである。 

利用動向の調査の結果「イベント」や「勤務予定」はっ

ほぼ全員が入力しているのに対し、「〆切」、「関連イベント」

は６～７割程度、「タスク」や「サブタスク」に至っては４

割以下であった。このことから現状の利用では、イベント

が入力されることは期待できるものの、イベントに対する

作業がスケジューラに入力されていることは期待できない

ことがわかった。 

このことから、先の我々の提案[13]である、活動計画を

事前に入力し、活動計画にしたがって順次資料を更新しな

がら目的のイベントに臨むスタイルでスケジューラを使う

方法には無理があることが判明した。そのため、あるイベ

ントに向けた途中経過の資料を管理するにはもう少し別な

方法が良いと思われる。一方、あるイベントに向かって作

成し Fix した資料を残すためには適した方式であると結論

づけられる。 

また、スケジューラの利用において、突発的なイベント

はスケジューラに入れないため、スケジューラベースでは

組織のイベント情報を取得できない場合がある。しかしな

がら、重要なイベントについては議事録を書き共有すると

いうスタイルが定着していれば、日付を指定して資料を登

録するということは無理のない作業であると想定される。 

これに対して、本来登録するべきスケジュールがスケジ

ューラへ登録されていない場合は、チームメンバーによる

相補的なスケジュール投入により補完されることが期待で

きる。この場合、さらに同一スケジュールの重複投入や表

記の揺れなども吸収できる可能性がある。 

資料の種類によっては、イベントとの紐付けが難しく、

日付の指定が妥当ではない場合もある。この場合は、月表

示や年表示の指定を許容することによって対応できる。 

チームメンバーの転出により、スケジューラのアカウン

トが消され[22,23]過去の資料への参照ができなくなるとい

う懸念に対しては、スケジュールを相補的に入れることが

十分に定着すれば、チーム内の情報の蓄積は可能である。

しかしながら、現在は十分に定着しているとは言えない。

また、組織としての統廃合の時は同時にメンバーが変わる

ため、相補的なスケジュールの活用方法では対応できない。

特に、組織改編は、組織知識の忘失のタイミングであり、

別の仕組みが必要である。そこで、蓄積されているスケジ

ュールとそれに連動する資料について、組織活動単位でエ

クスポートして組織として継承・管理できる仕組みが必要

である。そのための仕組みとして通常のスケジューラとの

データ流通形式としてRFC2445 iCalendar形式[24]の利用が

考えられる。 

以上の考察からスケジュールデータの活用によって組

織知識継承の実現性の範囲が見えてきた。 

 

図１５.スケジューラ利用動向（１） 

 

（２）識別に時間がかかる 

以前の我々の調査では研究グループ内で年間共有され

る資料は 1000 件くらいある[18]。そして、この中から必要

な資料を探すことは年々困難になってゆく。ユーザの心理
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面での負荷として「認知＞視覚＞運動」と言われている[25]。

この理論によれば、大量の資料の中から目的の資料を探し

出すためのキーワーや蓄積場所を思い出すための認知にお

ける苦痛と、検索結果大量や蓄積場所であるフォルダに大

量に表示されるリストを見る苦痛と、順次クリックしてゆ

き探し当てる苦痛がある。 

このような苦痛を緩和するために、「認知」に対しいて

はカレンダーインターフェースがあり、「表示」にしては、

妥当な規模の表示方法や分類整理方法の実現が課題となる。

「運動」に対しては、目的の資料にたどり着くまでのクリ

ック回数の削減や、負荷の少ない誘導方法が課題となる。 

このような課題に対してここでは「表示」について考察

をする。まず、今回例示した表示方法の違いを見ると、表

示数と表示方法の関係が見えてくる。数が多くなるにつれ

て該当の項目を探すことが困難になるが、表示方法を変え

ることにより、表示数の負担は軽減できると考えられる。

例えば、図９と図１１は同じ表示数であるが、資料の探し

やすさでは年間の時間軸の中で表示することによりわかり

やすくなる。また、過去の資料の関係から活動の傾向が見

えてくる。 

このことを、もう少しブレークダウンすると、単純なリ

スト表示についても同様のことが言える。フォルダ内に表

示される項目のリストを単純リストとする。また、時系列

による管理[26]も時系列による単純リストに含めることが

できる。このとき、リストは文字列とその順序以上の意味

がないが、これにタイムスケールをつけると、資料と活動

のタイミングの関係が見えてくる。 

 

 

図１６.タイムスケール表示 

 

このようなタイムスケール付き、コンテンツの表示方法

には、携帯電話やスマートフォンなどのカレンダー表示の

中にもある。これらの表示方法では過去の資料と現在の活

動、未来の予定が同じタイムスケールで表示される。しか

しながら、今回の検証では、図１３のような複数年表示が

蓄積資料の活用に適しているという知見を得ている。その

ため、様々な用途のタイムスケールを考える必要があるこ

とを示唆している。 

そこで、現在の活動のタイムスケールについて確認する

ために、研究所内の４つの業務カテゴリから各１０人、合

計４０人のよく使うスケジューラの画面表示を確認した

（図１７）。多くのユーザはどれか固定の画面を使うのでは

なく用途に応じて月表示や日表示などを切り替えて使うも

のの、メインとなる表示画面があり、その表示画面を何に

しているかの調査結果である。スタッフ業務などはその日

のスケジュールが重要であるため日表示をしている。これ

に対して、長期的な活動をしている研究チームは月表示が

多かった。いずれにせよ、年表示は存在しないため、現在

の活動と過去の資料を扱うためのタイムスケールが違う。 

また、組織活動においては年間単位で活動計画を立てる

ことが通常であるため、計画のためのタイムスケールもま

た現在活動や過去の振り返りのタイムスケールと違うこと

が考えられる。 

 

 

図１７.スケジューラ活用動向（２） 

 

以上のことから過去の資料の活用と、現在活動のサポー

トと、活動計画の策定にそれぞれに適したタイムスケール

を用意し、連続的に行き来できるようなインタフェースが

良いということが結論づけられる（図１８）。 

 

 

図１８.過去・現在・未来のタイムスケール 

 

5. おわりに 

メンバーが入れ替わっても組織のコアな知識を保持し

つつ、継続的な組織活動を実現するために、組織における

知識の継承する仕組みを検討してきた。このような狙いに

対して、研究所内の活動を事例に検証し、現在定着してい

る共有フォルダにおける資料の蓄積と継承において年度ご

とに資料を整理して蓄積することがポイントであることを、
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突き止めた。そして過去の資料をより効果的に組織の知識

として活用するためにスケジューラのインタフェース上で

実現することを提案した。今回、研究会活動の過去４年分

の資料と１年分の活動計画を用いてスケジューラインタフ

ェースの動作確認を行った。その結果、過去の資料を圧縮

したタイムスケールで確認することにより組織活動のパタ

ーンが表現できることを確認した。また、研究所内の４つ

の業務カテゴリの利用者のスケジューラの利用方法を調査

した結果、スケジューラにおける現在活動のタイムスケー

ルが異なることを確認した。その結果、過去の資料の蓄積

と、現在活動のサポートでは異なるタイムスケールが有効

であり、過去資料の活用による現在作業のサポートを実現

するにはこれらのタイムスケールを融合することが必要で

あろう。 

なお、これまでの検討で、スケジューラと共有フォルダ

の連携による組織知識継承の効果として次の 4 つを挙げて

きた。 

(i)必要な資料が効果的に探せる 

(ii)一連の活動がわかる 

(iii)活動の先読みができる 

(iv)組織メンバーの意識を支配するものがわかる 

 

 

図１９.組織知識継承のゴール 

 

このうち(i)と(ii)についてインタフェースを例示する

ことにより具体的な検討が見えてきた。今回の結果を踏ま

えることにより、今後は(iii)と(iv)の仕組みの検討を深め

ることができるようになった。 
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